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［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。 今後の方向性

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

教育問題が複雑化する昨今の社会状況からニーズが高い事業である。今後も区全体の教育水準
の底上げを図るため、研究活動の成果を各学校における課題の分析や解決に活用できるよう事業
を推進していく。

維持

手段の適切性 3 各校が立案する実施計画に基づき予算配分を行い、執行状況を定期的にチェックすることにより実効性の高
い事業を実施している。

目的達成度 2 各校の取組成果を広く知らせたるめ研究発表会を開催しているが、国や都の研究協力校数が増えたため、本
区の研究発表会への参加者数が減少している。

評
価
の
視
点

評価 評価の理由

必要性 3 区内各校園がその地域性や環境に応じた教育方法を模索するにあたって、当事業を利用して研究を行ってお
り、教育問題が複雑化する社会状況から依然として高いニーズが認められる。

効率性 3 区の指定校数は維持しているものの、都の指定校数は減少した。指定校においては、従来通りテーマに沿っ
た研究活動を実施している。

　一般財源（区負担額） 3,961 3,825 2,850

課題及び
今後の進め方

希望する学校が多数のため、指定するにあたり、これまでの指定回数だけでなく、時代の要請に応じたテーマで指定校
を決めていく。

財源項目

(単位：千円)

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など） 0 0 0

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など） 12,729 2,020 983

4,733 1,584 1,287

　総経費 16,690 5,845 3,833

事務事業コスト

(単位：千円)

　人にかかるコスト（人件費など） 1,070 1,844 441

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費） 10,887 2,417 2,105

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

成果指標

研究発表会参加者数 人 600 687 610 433

活動指標

-

H30年度

15,619 4,001

目標値 実績 実績 実績 目標値 達成率

8 - -8 8 8

-

3,391

教員等の指導力向上

事
務
事
業
の
実
績

種　別 指標の名称 単位
R２年度 H28年度 H29年度 H30年度

東京都研究協力校 校 3 9 9 3

研究協力校数 校

- -

　
　　決算額　(単位：千円)

H28年度 H29年度

事
務
事
業
の
概
要

行政計画 事業NO. 42 計画事業名

[事業開始] 　 年度

事業内容
[H30年度]

教育委員会として解決すべき課題、学校教育の喫緊の課題について各校園からの申込に基づき、研究協力校として指定す
る。その際、研究実績・研究主題・研究組織等から判断し、幼稚園・小中学校のバランスを考慮して指定している。研究協力
校においては２年間研究を進め、研究発表や成果物の作成によって普及啓発を行う。また、東京都が実施する研究委託事
業では、応募に基づき指定を受けた各学校が研究を進め、最終的に成果を報告する。

委託の有無 一部委託
委託内容 　 講師派遣業務委託

補助金の有無 なし

 [基本目標]

令和元年度　事務事業評価シート

事務事業名 研究協力校
所
管

教育委員会

指導課

事業対象

事業目的 研究テーマに沿って研究を推進し、発表することにより教員の指導力向上を図る。

 [施　　策] 6　未来を担う子供を育む教育の推進 [終了予定] 　 年度

根拠法令等 その他 〔法令等名〕 なし

長期総合
計画体系

あらゆる世代が生涯にわたって成長し輝くまちの実現

事業の開始・終了年度

最終的な対象

直接の対象 区立幼稚園・小学校・中学校の指定校

区立幼稚園・小学校・中学校の園児、児童、生徒


